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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期
第２四半期
連結累計期間

第47期
第２四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成27年１月１日

至 平成27年６月30日

自 平成28年１月１日

至 平成28年６月30日

自 平成27年１月１日

至 平成27年12月31日

売上高 （百万円） 6,893 7,664 14,717

経常利益 （百万円） 1,994 1,922 3,691

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 1,284 1,326 2,426

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,359 1,298 2,512

純資産額 （百万円） 17,401 18,965 18,217

総資産額 （百万円） 20,918 22,169 22,260

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 37.99 39.11 71.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 37.54 38.63 70.81

自己資本比率 （％） 82.8 84.9 81.3

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 891 1,011 2,008

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 400 △116 671

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △809 △587 △1,181

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 6,109 7,432 7,125
 

　

回次
第46期
第２四半期
連結会計期間

第47期
第２四半期
連結会計期間

 

会計期間
自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日
 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.32 20.23  
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連

結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としてお

ります。

４　当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を実施しております。第46期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１

株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容については、重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

なお、第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】文章は短信ができてからです

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1)  業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境のゆるやかな改善が続くなか、欧州連合から

のイギリス脱退問題、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気の下振れなど、海外経済の不確実性が高ま

り先行き不透明な状況が続きました。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、主力の経営コンサルティング事業及びロジスティクス事

業の売上高増加により、売上高は7,664百万円（前年同四半期比11.2％増）と増収を達成することができました。一

方、積極的な従業員採用による人件費増加により営業利益は1,907百万円（同0.9％増）にとどまり、経常利益は

1,922百万円（同3.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,326百万円（同3.3％増）となりました。

 

①売上高・・・7,664百万円（前年同四半期比11.2％増）

主力の経営コンサルティング事業におきまして、業種・テーマごとに開催している経営研究会の会員数が引続

き増加したことに伴い、支援型コンサルティング業務の増加に繋がりました。また、ロジスティクス事業におき

まして、大型案件の受注や既存顧客の継続受注により引続き売上高が増加いたしました。

その結果、売上高は前年同四半期に比べて11.2％増の7,664百万円となりました。

 

②営業利益・・・1,907百万円（前年同四半期比0.9％増）

売上高は順調に増加したものの、経営コンサルティング事業において、事業拡大のための積極的な従業員採用に

よる人件費増加や事務所面積の増床及びセミナー用途会場面積の拡張による固定費が増加したこと等により、売上

原価は4,836百万円（前年同四半期4,231百万円）、販売費及び一般管理費は920百万円（同771百万円）となり、営

業利益は前年同四半期に比べて0.9％増にとどまり1,907百万円となりました。

 

③経常利益・・・1,922百万円（前年同四半期比3.6％減）

営業外収益は前期までの組織再編に伴う還付消費税等の計上が終了したため、26百万円（前年同四半期130百万

円）にとどまり、営業外費用が11百万円（同25百万円）となり、経常利益は前年同四半期に比べて3.6％減の1,922

百万円となりました。

 

④親会社株主に帰属する四半期純利益・・・1,326百万円（前年同四半期比3.3％増）

特別利益として投資有価証券の売却益を101百万円計上し、法改正に伴う実効税率の変更により法人税等合計が

694百万円（前年同四半期707百万円）となったため、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期に比べて

3.3％増の1,326百万円となりました。
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。

 

①経営コンサルティング事業

経営コンサルティング事業におきましては、前年同四半期を上回る売上高を確保いたしました。

業種区分別におきましては、当事業の主力である住宅・不動産業界、医療・介護・福祉業界及び士業業界向け

コンサルティングにおいて高い契約継続率を維持しており、引続き順調に売上高を伸ばしました。

業務区分別におきましては、国内でも最大規模の展開を行っている業種・テーマ別経営研究会の会費収入にお

いて、前年同四半期と比較して大幅に会員数が増加していることに伴い安定的な受注確保に貢献いたしました。

また、当事業の売上高の７割以上を占める支援型コンサルティング業務は引続き売上高を伸ばしました。営業利

益は、主に新卒採用による人件費が増加いたしましたが、売上高の増加に支えられ前年並みに推移いたしまし

た。

その結果、売上高は6,558百万円（前年同四半期比10.2％増）、営業利益は1,849百万円（同3.4％増）となりま

した。

 

②ロジスティクス事業

ロジスティクス事業におきまして、主力の物流オペレーション業務は既存顧客の積極的な営業活動に後押しさ

れ、計画以上の売上高となりました。また、物流コンサルティング業務は、既存顧客の継続案件だけでなく新規

顧客による受注件数も増加し、活発な荷動きに支えられて売上高が大きく増加いたしました。また、売上高増加

に伴い営業利益も増加いたしました。

その結果、売上高は841百万円（前年同四半期比10.9％増）、営業利益は60百万円（同28.9％増）となりました。

 

③その他

その他の事業のＩＴ関連事業におきまして、ＩＴアウトソーシング業務は、計画どおりの売上高を達成いたし

ましたが、ＩＴコンサルティング業務は期初計画の売上高を確保することができませんでした。また、前第２四

半期より当社グループに新たに加わったコンタクトセンターコンサルティング事業におきまして、当期は、期首

より連結しており、前年同四半期と比較して大きく売上高伸ばしました。また、営業損失は売上高増加に支えら

れ減少いたしました。

その結果、売上高は252百万円（前年同四半期比55.5％増）、営業損失は６百万円（前年同四半期は営業損失24

百万円）となりました。

なお、第１四半期連結累計期間より、主な不動産賃貸物件を売却したことを契機として当社の取締役会におけ

る連結業績管理方法を見直し、「その他」に含めておりました不動産賃貸業務に関する収入等を報告セグメント

に帰属しない「調整額」として計上する方法に変更しております。詳細は「３．四半期連結財務諸表　（セグメ

ント情報等）」に記載のとおりであります。

 

 

(2)  財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて90百万円減少し、22,169百万円

となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて253百万円減少し、10,959百万円となりました。これは主に現金及び預

金が増加し、売掛金、有価証券及びその他に含まれる未収入金が減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて162百万円増加し、11,209百万円となりました。これは主に投資有価証

券が増加したことによるものであります。
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（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて838百万円減少し、3,204百万円

となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて959百万円減少し、2,286百万円となりました。これは主に１年内償還

予定の社債、未払法人税等、その他に含まれる未払消費税等及び預り金が減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて120百万円増加し、917百万円となりました。これは主に長期借入金が

増加したことによるものであります。

 

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて748百万円増加し、18,965百万

円となりました。

 

（自己資本比率）

当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末に比べて3.6ポイント増加し、84.9％

となりました。

 

(3)  キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて306百万円増加し、7,432百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,011百万円（前年同四半期は891百万円の資金の獲得）となりました。

これは主に税金等調整前四半期純利益を2,021百万円計上し、その他の負債の減少額が486百万円、法人税等の

支払額が1,048百万円、法人税等の還付額が394百万円となったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は116百万円（前年同四半期は400百万円の資金の獲得）となりました。

これは主に有価証券及び投資有価証券の取得及び売却による差引収入が66百万円、有形固定資産の取得による

支出が173百万円になったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は587百万円（前年同四半期は809百万円の資金の使用）となりました。

これは主に配当金の支払額が591百万円となったことによるものであります。

 

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,000,000

計 130,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,000,572 36,000,572
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 36,000,572 36,000,572 － －
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(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

当社の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）及び執行役員並びに当社子会社の取締役及び執行役員に対する株

式報酬型ストックオプション

決議年月日 平成28年４月21日

新株予約権の数 600個 （注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 72,000株 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円

新株予約権の行使期間 平成28年５月13日から平成58年５月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額

発行価格1,205円（注）３

資本組入額603円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５
 

(注) １　各新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という）は、120株であります。

２　平成28年５月12日（以下、「割当日」という）後、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無

償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与

株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して

資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場

合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当

該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

また、割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知または公告す

る。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知

または公告する。

３　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額１円と付与日における公正な評価単価1,204円を合算しており

ます。

４　(1)　新株予約権者は、行使可能な期間内に、割当日において在任する当社または当社子会社の取締役、監

査役並びに執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という）以

降、新株予約権を行使することができる。

(2)　前記(1)にかかわらず、新株予約権者は、行使可能な期間内において、以下の①または②に定める場合

（ただし、②については、組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方

針に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若し

くは株式移転計画において定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予

約権を行使できる。

① 新株予約権者が平成57年５月12日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成57年５月13日から平成58年５月12日

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式

移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、取締役会決議

がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

(3)　上記(1)及び(2)①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

(4)　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
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５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割に

つき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株

式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）

の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記（注）１及び（注）２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額

に上記（3）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(8)　新株予約権の取得条項

次に準じて決定する。

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の

場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株

予約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9)　その他の新株予約権の行使の条件

前記、（注）４に準じて決定する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成28年６月30日 － 36,000,572 － 3,125,231 － 2,946,634
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社船井本社 静岡県熱海市西山町19番６号 3,788 10.52

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,099 5.83

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,301 3.61

舩　井　　和　子 静岡県熱海市 1,071 2.97

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 742 2.06

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 708 1.97

舩　井　　勝　仁 東京都渋谷区 704 1.96

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 681 1.89

船井総研グループ従業員持株会 大阪市中央区北浜４丁目４番10号 658 1.83

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　Ｃ
Ｏ．（ＡＶＦＣ）ＲＥ　ＦＩＤＥＬ
ＩＴＹ　ＦＵＮＤＳ
（常任代理人　香港上海銀行東京支
店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT, UK
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

622 1.73

計 ― 12,378 34.38
 

（注）当社は自己株式 2,058千株（5.72％）を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,058,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,659,800 336,598 －

単元未満株式 普通株式 282,172 － －

発行済株式総数  36,000,572 － －

総株主の議決権  － 336,598 －
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株(議決権５個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が40株、当社所有の自己株式が96株含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社船井総研ホール
ディングス

大阪市中央区北浜４丁目
４番10号

2,058,600 － 2,058,600 5.72

計 － 2,058,600 － 2,058,600 5.72
 

 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,125,584 7,432,056

  受取手形及び売掛金 1,707,206 1,532,489

  有価証券 1,301,406 1,100,461

  仕掛品 96,300 129,892

  原材料及び貯蔵品 6,428 8,700

  その他 1,007,522 787,270

  貸倒引当金 △31,276 △31,072

  流動資産合計 11,213,172 10,959,799

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,355,614 1,416,002

   土地 4,610,713 4,610,713

   リース資産（純額） 21,228 63,695

   その他（純額） 58,476 55,698

   有形固定資産合計 6,046,034 6,146,110

  無形固定資産   

   借地権 322,400 322,400

   ソフトウエア 333,371 296,159

   のれん 247,142 216,083

   その他 15,762 9,447

   無形固定資産合計 918,676 844,090

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,181,564 3,339,138

   退職給付に係る資産 511,859 520,142

   その他 399,418 373,225

   貸倒引当金 △10,665 △13,238

   投資その他の資産合計 4,082,176 4,219,266

  固定資産合計 11,046,887 11,209,468

 資産合計 22,260,059 22,169,267
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 264,728 221,989

  短期借入金 100,000 100,000

  1年内償還予定の社債 100,000 －

  リース債務 9,181 10,177

  未払法人税等 1,072,787 677,375

  賞与引当金 － 54,274

  その他 1,699,328 1,223,048

  流動負債合計 3,246,026 2,286,865

 固定負債   

  社債 500,000 500,000

  長期借入金 － 100,000

  リース債務 13,408 58,624

  繰延税金負債 185,778 193,770

  その他 97,749 64,885

  固定負債合計 796,937 917,279

 負債合計 4,042,963 3,204,145

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,125,231 3,125,231

  資本剰余金 2,946,634 2,948,193

  利益剰余金 13,021,753 13,755,299

  自己株式 △1,061,044 △1,046,526

  株主資本合計 18,032,575 18,782,197

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 181,173 144,105

  為替換算調整勘定 14,864 13,260

  退職給付に係る調整累計額 △121,553 △111,314

  その他の包括利益累計額合計 74,483 46,051

 新株予約権 110,037 136,873

 純資産合計 18,217,095 18,965,122

負債純資産合計 22,260,059 22,169,267
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 6,893,296 7,664,962

売上原価 4,231,845 4,836,992

売上総利益 2,661,450 2,827,969

販売費及び一般管理費 ※１  771,728 ※１  920,683

営業利益 1,889,722 1,907,285

営業外収益   

 受取利息 4,679 4,331

 受取配当金 8,064 7,286

 投資有価証券売却益 22,300 3,323

 還付消費税等 88,600 1,121

 その他 6,827 10,707

 営業外収益合計 130,472 26,770

営業外費用   

 支払利息 4,334 3,121

 社債発行費 10,141 －

 投資事業組合管理費 4,728 3,844

 その他 6,414 4,951

 営業外費用合計 25,618 11,917

経常利益 1,994,576 1,922,139

特別利益   

 新株予約権戻入益 － 175

 投資有価証券売却益 － 101,157

 特別利益合計 － 101,332

特別損失   

 固定資産売却損 2,609 130

 固定資産除却損 － 1,650

 投資有価証券売却損 － 139

 特別損失合計 2,609 1,919

税金等調整前四半期純利益 1,991,966 2,021,551

法人税、住民税及び事業税 747,539 653,334

法人税等調整額 △40,188 41,363

法人税等合計 707,350 694,698

四半期純利益 1,284,615 1,326,853

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,284,615 1,326,853
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 1,284,615 1,326,853

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 57,047 △37,067

 為替換算調整勘定 434 △1,603

 退職給付に係る調整額 17,411 10,239

 その他の包括利益合計 74,893 △28,432

四半期包括利益 1,359,509 1,298,421

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,359,509 1,298,421
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,991,966 2,021,551

 減価償却費 79,773 116,710

 のれん償却額 20,210 31,059

 株式報酬費用 15,789 30,643

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,648 2,368

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △102,592 1,956

 賞与引当金の増減額（△は減少） 68,615 54,274

 投資有価証券売却損益（△は益） △22,300 △104,341

 受取利息及び受取配当金 △12,744 △11,618

 支払利息 4,334 3,121

 社債発行費 10,141 －

 為替差損益（△は益） 154 1,092

 有形固定資産売却損益（△は益） 2,609 130

 有形固定資産除却損 － 1,650

 売上債権の増減額（△は増加） 38,688 173,800

 その他の資産の増減額（△は増加） △68,826 △189,678

 その他の負債の増減額（△は減少） △219,299 △486,483

 その他 19,601 5,036

 小計 1,824,473 1,651,274

 利息及び配当金の受取額 20,680 18,620

 利息の支払額 △2,701 △4,877

 法人税等の支払額 △950,670 △1,048,076

 法人税等の還付額 － 394,819

 営業活動によるキャッシュ・フロー 891,782 1,011,760
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 － △400,000

 有価証券の売却による収入 1,300,000 600,000

 投資有価証券の取得による支出 △600,179 △251,856

 投資有価証券の売却による収入 218 118,153

 有形固定資産の取得による支出 △18,984 △173,721

 有形固定資産の売却による収入 3,669 11

 無形固定資産の取得による支出 △140,856 △8,711

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△143,833 －

 その他 － 100

 投資活動によるキャッシュ・フロー 400,034 △116,023

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 － 100,000

 長期借入金の返済による支出 △103,959 －

 リース債務の返済による支出 △6,372 △8,409

 社債の償還による支出 △500,000 △100,000

 社債の発行による収入 489,858 －

 自己株式の取得による支出 △265,513 △7,422

 自己株式の売却による収入 56,565 19,867

 配当金の支払額 △479,585 △591,780

 財務活動によるキャッシュ・フロー △809,006 △587,744

現金及び現金同等物に係る換算差額 140 △1,520

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 482,951 306,472

現金及び現金同等物の期首残高 5,626,439 7,125,584

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  6,109,390 ※１  7,432,056
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結

会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更を

行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の区分に記載する方法にしております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計

期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用）

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」 (実務対応報告第18号　平成27

年３月26日)を第１四半期連結会計期間から適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
 至 平成28年６月30日)

役員報酬 163,045千円 195,456千円

従業員給料 284,860千円 280,281千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
 至 平成28年６月30日)

現金及び預金勘定 6,359,390千円 7,432,056千円

有価証券勘定 801,620千円 1,100,461千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△250,000千円 －千円

償還期間が３ヶ月を
超える債券等

△801,620千円 △1,100,461千円

現金及び現金同等物 6,109,390千円 7,432,056千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月28日
定時株主総会

普通株式 481,100 17 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月30日
取締役会

普通株式 422,262 15 平成27年６月30日 平成27年８月25日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月26日
定時株主総会

普通株式 593,307 21 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月５日
取締役会

普通株式 509,128 15 平成28年６月30日 平成28年８月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
経営コンサル
ティング事業

ロジスティクス
事業

その他
(注)１

計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３

売上高       

  外部顧客への売上高 5,952,806 758,829 162,054 6,873,690 19,606 6,893,296

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

39,789 117,100 11,233 168,122 △168,122 －

計 5,992,595 875,930 173,287 7,041,813 △148,516 6,893,296

セグメント利益又は　
損失（△）

1,787,604 47,068 △24,656 1,810,016 79,705 1,889,722
 

(注) １　その他には、ＩＴ関連事業、コンタクトセンターコンサルティング事業による収入等が含まれております。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない

全社収益並びに全社費用が含まれております。全社収益は、各グループ会社からの業務委託手数料、経営指

導料及び不動産賃貸収入等であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用

であります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
経営コンサル
ティング事業

ロジスティクス
事業

その他
(注)１

計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３

売上高       

  外部顧客への売上高 6,558,974 841,484 252,071 7,652,530 12,431 7,664,962

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

39,861 120,157 3,969 163,988 △163,988 －

計 6,598,836 961,642 256,041 7,816,519 △151,557 7,664,962

セグメント利益又は　
損失（△）

1,849,093 60,693 △6,460 1,903,326 3,959 1,907,285
 

(注) １　その他には、ＩＴ関連事業、コンタクトセンターコンサルティング事業による収入等が含まれております。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない

全社収益並びに全社費用が含まれております。全社収益は、各グループ会社からの業務委託手数料、経営指

導料及び不動産賃貸収入等であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用

であります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

２　報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結累計期間より、主な不動産賃貸物件を売却したことを契機として当社の取締役会における連結業

績管理方法を見直し、「その他」に含めておりました不動産賃貸業務に関する収入等を報告セグメントに帰属しな

い「調整額」として計上する方法に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメント区分に基づき作成した

ものを開示しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
 至 平成28年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 37円99銭 39円11銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,284,615 1,326,853

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,284,615 1,326,853

普通株式の期中平均株式数(株) 33,815,627 33,924,293

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 37円54銭 38円63銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 404,094 420,796

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－ －

 

（注）当社は、平成28年１月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額を算定しております。

 

(重要な後発事象)

（自己株式の取得）

当社は、平成28年８月５日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式を取得することを決議いたしました。

 
１．理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のため。

２．取得する株式の種類：普通株式

３．取得する株式の数：400,000株（上限）

４．株式取得価額の総額：500百万円（上限）

５．自己株式取得の期間：平成28年８月８日から平成28年12月30日まで

６．取得方法：東京証券取引所における市場買付

 
２ 【その他】

第47期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）中間配当については、平成28年８月５日開催の取締役会に

おいて、平成28年６月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

①配当金の総額 509,128千円

②１株当たりの金額 15円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年８月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月５日

株式会社船井総研ホールディングス

取締役会  御中

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川 﨑 洋 文   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   南 方 得 男   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社船

井総研ホールディングスの平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成28年４月１日から平成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社船井総研ホールディングス及び連結子会社の平成28年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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